
１ 

 

印西市立幼稚園のあり方に関する方針 

 
令和３年５月２６日策定 

印 西 市 教 育 委 員 会 

 

１．方針策定の背景と目的                         

平成２７年４月に、幼児期の教育・保育、地域の子育て支援の量の拡充や

質の向上を進める「子ども・子育て支援新制度」が施行され、令和元年１０

月より幼児教育・保育の無償化等がスタートしました。これにより、所得を

理由とした選択肢の制限が緩和され、また、働き方の多様性等の社会情勢の

変化に伴い私立幼稚園や保育園等の需要が高まり、公立幼稚園の園児数は定

員数を下回り、減少傾向にあります。 

そのため、印西市教育委員会では、公立幼稚園の役割やあり方を見直すと

ともに、より良い幼児期の教育環境の構築を図るため、本方針を策定します。 

 

２．公立幼稚園の果たす役割                        

幼稚園教育要領において「幼稚園の役割」は「幼稚園が同年代の集団生活

を営む場」として、「幼児は多数の同年代の幼児と関わり、気持ちを伝え合い、

ときには協力して活動に取り組むなどの多様な体験をする。その過程で、幼

児は他の幼児と支え合って生活する楽しさを味わいながら主体性や社会的態

度を身に付けていくのである。」と示されています。 

幼稚園教育では、集団による遊びの楽しさを味わい、友達との関わりの中

で思いを主張したり、自分の感情を抑えたりしながら折り合いをつけるなど

の体験を通して、人と関わる力を育み、主体性や社会性を身につけていくこ

とが大切です。 

本市においても、「第２期印西市子ども・子育て支援事業計画」の基本理念

としている「子供が健やかに育ち 安心して子育てできるまち」を実現する

上で、一定の集団の中で子ども同士が相互に影響しあい、一人ひとりが子ど

もの発達に沿った必要な経験が得られる幼児教育環境が望ましいと考えます。 

そして、公立幼稚園では、特別な支援を必要とする幼児について、可能 

な限り受入れる努力をしています。しかし、その対応は年々増加し、必要 

な支援の内容も多様化しているため、全ての教育的ニーズに対応できる体制

が確保されている状況ではありません。今後も、特別な支援を必要とする幼

児の需要の増加が見込まれることから、公立幼稚園においては、幼稚園教諭、

養護教諭等を増員するなどの受け入れ体制の整備が必要と考えます。 

 

 

 資料１  
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３．現状                                      

(1) 経緯 

   平成２２年３月の市村合併以前、印西市には、私立幼稚園が６園と市

立大森幼稚園（昭和４１年開園・昭和５８年新築）がありました。 

旧印旛村には、村立瀬戸幼稚園（昭和５１年開園・昭和５６年新築）

と平成１８年４月１日から休園中の村立岩戸幼稚園が、旧本埜村には、

村立もとの幼稚園（平成６年開園・新築）があり、合併時、当時の体制

のまま市立幼稚園として印西市に引継がれました。 

その後、以前から計画していた印旛高校跡地に新設する市立大森幼稚

園、市立大森保育園及び市立木下保育園を統合した幼保連携型認定こど

も園が平成２９年４月１日に開園しました。 

それに伴い、平成２９年３月３１日に市立大森幼稚園を閉園し、休園

中であった市立岩戸幼稚園ついても再開の予定がないことから閉園しま

した。 

 

(2) 公立幼稚園の園児数の推移 

本市の人口は増加傾向で推移しており、年少人口（０～１４歳）につ

いても増加傾向にあることから、園児数についても、増加の傾向が続く

ものと予想されています。 

しかしながら、公立幼稚園の園児数は、表１【公立幼稚園の園児数の

推移】のとおり、瀬戸幼稚園にあっては令和元年度が前年比５人の減、

令和２年度が前年比１９人の減、令和３年度が前年比１８人の減となっ

ており、もとの幼稚園にあっては令和元年度が前年比３２人の減、令和

２年度が前年比２５人の減、令和３年度が前年比１２人の減となってお

り、年々減少しています。 

そして、幼稚園の施設数は、表２【幼稚園・保育園の施設数の推移】

のとおり、公立幼稚園が２園、私立幼稚園が６園の計８園であり、増減

はありません。一方、保育園の施設数は、公立保育園は５園で増減はあ

りませんが、私立保育園は平成３０年度が前年比６園の増、令和元年度

が前年比３園の増、令和２年度が前年比５園の増、令和３年度が前年比

１園の増となっており、年々増加しています。 

公立幼稚園の園児数の減少の理由として、令和元年１０月よりスター

トした幼児教育・保育の無償化や公立幼稚園では行っていない私立幼稚

園の預かり保育や保育時間の長い保育園への入園希望者の増加によるも

のと考えられます。核家族化や共働き家族の増加や就労形態の変化など

により、保護者が幼稚園や保育園に求めるニーズとして、長時間の預か

りなど多様な保育形態が求められています。 
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表１【公立幼稚園の園児数の推移】 

 

※各年５月１日現在 

 

表２【幼稚園・保育園の施設数の推移】 

幼稚園の項目中（ ）内の数字は、預かり保育を実施している施設数 

※各年４月１日現在 

 

(3) 公立幼稚園の施設の状況 

公立幼稚園は、幼稚園教育要領に基づく標準的な教育を提供する中で、

それぞれの地域の実情に合わせた運営を行うとともに、幼稚園勤務の年

数が比較的長く豊富な知識・経験を有する教員がおり、積極的に幼児教

育の研究活動等を行うなど幼児教育の充実に努めています。 

一方、私立幼稚園は、さまざまな建学精神のもとに設立されており、

３歳児保育や預かり保育の実施等、保護者のニーズに柔軟に対応しなが

ら特色ある教育を実践しています。 

 

ア 瀬戸幼稚園 

園舎は昭和５６年に建築され、築３５年以上を経過しているため、老

朽化が進行しています。遊具等についても老朽化が著しく、施設全体の

維持が難しくなってきています。 

 

クラス 定員 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

4歳児 105 34 33 16 11

5歳児 105 36 32 30 17

70 65 46 28

3歳児 105 101 70 60 65

4歳児 105 94 93 80 71

5歳児 105 97 97 95 87

292 260 235 223

もとの幼稚園

合計

合計

瀬戸幼稚園

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

幼稚園 8 8 8 8 8

公立 2 (0) 2 (0) 2 (0) 2 (0) 2 (0)

私立 6 (6) 6 (6) 6 (6) 6 (6) 6 (6)

保育園 21 27 30 35 36

公立 5 5 5 5 5

私立 16 22 25 30 31
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イ もとの幼稚園 

園舎については、築２０年以上を経過し、老朽化が進行しており令和

８年度を目途に保全改修を行うこととしています。 

  

４．公立幼稚園の抱える課題                        

 (1) 園児数の減少に伴う課題 

園児数の減少により、特に瀬戸幼稚園にあっては、一定の集団による

幼児教育環境の維持は今後一層厳しくなることが予想されます。 

そのため、子ども同士が切磋琢磨する機会の減少や良い意味での競争

心の希薄化などの教育効果の低下が懸念されます。 

また、園児数減少の一因には、私立幼稚園の行っている預かり保育等

の保護者のニーズに応じたサービスの提供があると考えられますが、公立

幼稚園で同様のサービスの実施を行うとなると、人員や財源の確保といっ

た課題があります。 

 

(2) 施設及び運営に関する課題 

老朽化した施設については、大規模改修等の対応が求められるところ

ですが、そのコストは、国からの補助金があるものの私立幼稚園と比べ補

助率は低く、原則的には市の負担となります。 

また、運営費についても、幼児教育・保育の無償化により保育料収入

がなくなり、国県からの支援が得られる私立幼稚園とは異なり、公立幼稚

園は全て市の負担となっています。 

市の財政は、千葉ニュータウンの住宅建設や企業の進出に伴い、固定

資産税の増加が見込まれる一方で、普通交付税については引き続き不交付

となる見込みのため、財源の確保が難しく、園児数や施設の老朽化に課題

を抱える瀬戸幼稚園の施設改修は、その効果等を勘案すると非常に厳しい

と言わざるを得ない状況と考えます。 

 

５．今後のあり方について                          

こうした状況を踏まえ、公立幼稚園の効果的かつ効率的な運営を図るた

めには、公立幼稚園２園をもとの幼稚園１園に集約し、施設整備費や運営

費のコストを抑えるとともに、良好な幼児教育環境の維持を行う必要があ

ると考えます。 

   同時に、この集約化により、人的・物的資源の集中が図られることから、

きめ細やかな対応や特別な支援を必要とする園児等に対するケアの拡充が

期待できるとともに、幼稚園の運営体制の強化にもつながるものと考えま

す。 
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なお、市ではこの考えに基づき、各施設における集約化や複合化などの

方策を具体的に推進していくための実施計画である印西市公共施設適正配

置アクションプラン（令和２年３月策定）において、瀬戸幼稚園及びもと

の幼稚園の集約化の検討を行うこととする方向性が示されています。 

以上のことから、公立幼稚園２園を集約化することとします。 

   また、預かり保育等を行っている私立幼稚園や保育園へのニーズの高ま

りから、将来的に、私立幼稚園や保育園に幼児教育・保育の役割を移行す

ることを検討してまいります。 

 

６．公立幼稚園の集約化について                       

(1) 集約化予定時期について 

   瀬戸幼稚園のもとの幼稚園との集約化の予定時期を令和６年４月１日

とし、準備を進めてまいります。 

 

(2) 幼稚園の集約化にあたり配慮すべき事項について 

ア 集約化を進めるにあたっては、保護者等への説明を丁寧に行っていく

こととします。 

 

イ 就園機会を確保する上で、瀬戸幼稚園の園児が更に遠距離となること

から、通園が過度な負担とならないよう、これまでのスクールバスの運

行を継続し、登降園時の送迎を行います。 

 

ウ もとの幼稚園の受け入れ体制の整備を図るため、幼稚園教諭、養護教

諭等の増員の検討を行ってまいります。 

 

エ もとの幼稚園の施設について、老朽化に伴う改修のほか、施設の集約

化に伴い、より効果的に幼児教育を提供できるよう必要な改修を検討し

てまいります。 

 

(3) 瀬戸幼稚園舎について 

「印西市公共施設等総合管理計画」及び「印西市公共施設跡地等活用 

方針」に基づき、原則として建物は解体することとなります。 

 

 


